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平成 24 年 2 月 13 日

各位 

 

不動産投資信託証券発行者名 

オリックス不動産投資法人 

代表者名 執行役員 佐藤 健 

（コード番号 8954） 
 

資産運用会社名 

オリックス・アセットマネジメント株式会社 

代表者名： 代 表 取 締 役 社 長 安田 博 

問合せ先： 取 締 役 執 行 役 員 西尾 裕 

Ｔ Ｅ Ｌ ： 03-3435-3285 

 

 

資産の譲渡に関するお知らせ（ビサイド白金） 

 

 

本投資法人は、平成 24 年 2 月 13 日付けで下記の通り資産の譲渡を決定いたしましたので、お知らせいた

します。 

 

記 
 
 

１．譲渡の概要 

資 産 名 称 ビサイド白金 

譲 渡 資 産 不動産 

譲 渡 価 額 
1,360 百万円 

（但し､固定資産税､都市計画税相当額等の精算分及び消費税を除く） 

帳 簿 価 額 1,264 百万円 （平成 23 年 8 月 31 日現在） 

譲渡価額と帳簿価額の差額 95 百万円 

契 約 日 平成 24 年 2 月 14 日 

譲 渡 予 定 日 平成 24 年 2 月 14 日 

譲 渡 先 オリックス不動産株式会社 

譲 渡 方 法 不動産信託受益権設定後、当該信託受益権を譲渡 

(注) 百万円未満を切捨てにて表示しております。 

 

 

 

２．譲渡の理由 

本投資法人は、中長期的な安定分配を実現するため、「用途分散」、「地域分散」、「オフィスの物件

規模の拡大」、「資産の入替え」に取り組んでおります。この投資方針のもと、第 20 期（平成 23 年 9 月 1

日～平成 24 年 2 月 29 日）は、9 月にオリックス神戸三宮ビル、1 月にホームセンタームサシ仙台泉店

（底地）を取得しており、今般、本物件を譲渡することと致しました。 

本物件は、本投資法人のポートフォリオにおいて、比較的小規模且つ築年の経過した（築 22 年）オ

フィスであり、ポートフォリオ全体の資産構成及び中長期的な分配金に与える影響を勘案し、譲渡を決

定致しました。 

本物件の譲渡により得られる資金を有効に活用することで、更なるポートフォリオの質及び

収益性の向上に取り組んでまいります。 
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３．譲渡予定資産の概要 

特 定 資 産 の 種 類 不動産 

所 在 地 東京都港区白金台五丁目 18 番 9 号 

取 得 価 格 1,300 百万円 

鑑定評価額（価格時点、鑑定業者） 1,360 百万円（平成24 年 1 月1 日、株式会社谷澤総合鑑定所） 

用 途 地 域 商業地域 

地 積 826.79 ㎡ （登記簿） 
土
地 所 有 形 態 所有権 

用 途 店舗・事務所・共同住宅・駐車場（登記簿） 
建 築 時 期 平成元年 9 月 （登記簿） 

延 床 面 積 3,231.05 ㎡ （登記簿） 
構 造 鉄骨鉄筋コンクリート・鉄筋コンクリート造陸屋根地下 1 階付 11 階建

建 

物 

所 有 形 態 一棟所有 

テ ナ ン ト 数 14 （平成 24 年 1 月 31 日現在） 

総 賃 料 収 入 8 百万円/月 （駐車場等除く、平成 23 年 8 月 31 日現在） 

敷 金 ・ 保 証 金 62 百万円 （駐車場等除く、平成 23 年 8 月 31 日現在） 

総 賃 貸 面 積 2,007.77 ㎡  （平成 24 年 1 月 31 日現在） 

総 賃 貸 可 能 面 積 2,072.65 ㎡  （平成 24 年 1 月 31 日現在） 

稼 働 率 96.9％       （平成 24 年 1 月 31 日現在） 

    

   

   

４．譲渡先の概要                                           （平成 24 年 2 月 10 日現在）          

名 称 オリックス不動産株式会社 

所 在 地 東京都港区赤坂二丁目 3 番 5 号 

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 山谷 佳之 

事 業 内 容 
マンション・戸建て・オフィスビル等の開発・分譲、 マンション・店舗・オフィ

ス等の賃貸・管理 等 

資 本 金 200 百万円 

設 立 年 月 日 平成 11 年 3 月 11 日 

大 株 主 及 び 持 ち 株 比 率 オリックス株式会社 100％ 

純 資 産 非公表 

総 資 産 非公表 

投資法人・資産運用会社と当該会社の関係 

 

 

 

 

資 本 関 係 

本投資法人と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。

但し、当該会社は本資産運用会社の親会社であるオリックス株式会社が

出資する会社であり、本資産運用会社の投資信託及び投資法人に関する

法律（以下、「投信法」といいます。）に規定する利害関係人等に該当しま

す。 

 

人 的 関 係 

本リリース発表日現在、本資産運用会社の役職員のうち 1 名が当該会社

からの出向です。なお、本投資法人と当該会社との間には、記載すべき人

的関係はありません。 

 

 

 
取 引 関 係 

平成 23 年 8 月期において、本投資法人は当該会社から 4 物件（取得価格

13,550 百万円）の資産を取得しています。また、平成24 年2 月期において、2

物件（取得価格 6,150 百万円）の資産を取得しています。 

 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、本投資法人の関連当事者には該当しません。また、上記のと

おり、当該会社は本資産運用会社の投信法に規定する利害関係人等に該

当します。 
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５．媒介の概要                                                             

  該当なし 

 

 

６．決済方法 

決済日一括決済 

 

 

７．利害関係人等との取引 （物件の譲渡） 

オリックス不動産株式会社へ本物件を譲渡します。当該取引については、本資産運用会社の社内規

程である関係会社取引規程に基づき、本資産運用会社のリスク・コンプライアンス委員会及び取締役会

の審議を経た上で、本投資法人役員会の承認を得ております。この利害関係人等の概要については、

上記 4.「譲渡先の概要」をご参照ください。 

 

 

８．譲渡の日程 

平成 24 年 2 月 14 日（予定）     売買契約締結、決済・物件引渡し 

 

 

９．今後の見通し 

本物件の譲渡が、平成 24 年 2 月期（第 20 期：平成 23 年 9 月 1 日～平成 24 年 2 月 29 日）および

平成 24 年 8 月期（第 21 期：平成 24 年 3 月 1 日～平成 24 年 8 月 31 日）の運用状況に与える影響

は軽微であり、平成 23 年 8 月期（第 19 期：平成 23 年 3 月 1 日～平成 23 年 8 月 31 日）決算短信で

公表した平成 24 年 2 月期および平成 24 年 8 月期の運用状況の予想に変更はありません。 

 

 

参考資料：本物件譲渡後の運用資産一覧 

 

以上 

 

 

本日資料の配布先：兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

 

 



 

4/5 
            

 

本物件譲渡後の運用資産一覧 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

5/5 
            

 

 

 
（注）1. 上記の「取得価格」は、売買契約書等に記載された売買価格（単位未満切捨て）をいいます。なお、価格には消費税は含まれておりません。 

（注）2. 「取得価格比率」は取得価格の合計に対する各運用不動産の取得価格の比率をいいます。 

（注）3. 「取得価格比率」は、小数点第 2 位を四捨五入しています。なお「取得価格比率」の合計は、四捨五入の関係上合計数値に一致しない場合があ

ります。 


